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第１部 業務継続計画総論 
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第１章第１章第１章第１章    はじめにはじめにはじめにはじめに    

 

ここで想定している新型インフルエンザは、平成21年４月に米国やメキシコで確認さ

れ各国で感染が拡大したＨ１Ｎ１型インフルエンザではなく、より強毒なＨ５Ｎ１型イン

フルエンザ及び病原性の高い新型インフルエンザと同様の危険性のある新感染症も想定

している。 

本計画では、海外での発生を前提としているが、新型インフルエンザは必ずしも海外に

おける発生段階を経ず、国内で最初に発生する場合も想定されることに留意する必要があ

る。 

 

１１１１    目的目的目的目的    

 

 

 

 

 

 

新型インフルエンザは、過去、およそ10年から40年の周期で発生している感染症で

あり、ほとんどの人が免疫を獲得していないため、世界的な大流行（パンデミック）と

なり、大きな健康被害とこれに伴う社会的・経済的な影響が生じると懸念されている。 

また、未知の感染症である新感染症の中でその感染力の強さから新型インフルエンザ

と同様に社会的影響が大きいものが発生する可能性がある。 

平成２５年４月、新型インフルエンザ等対策特別措置法が施行され、６月に新型イン

フルエンザ等対策政府行動計画、１１月に愛知県新型インフルエンザ等対策行動計画が

策定されたところである。 

一方、本市は、「愛西市新型インフルエンザ等対策行動計画」（平成２６年６月改定）

において、①感染拡大を可能な限り抑制し、市民の生命及び健康を保護する、②市民生

活及び地域経済に及ぼす影響が最小となるようにする、この２つを目的として対策を策

定している。 

そのため、新型インフルエンザ発生時、市は、新型インフルエンザ等対策に関する業

務のほか、市としての意思決定機能の維持や最低限の市民生活の維持、治安の維持、社

会経済活動の調整・支援等に必要な業務を円滑に継続することが必要であるとともに、

関係機関や国、県、市民への情報提供や支援を混乱することなく適切に行うことが求め

られる。 

「愛西市新型インフルエンザ等対策業務継続計画」（以下「業務継続計画」という。）

は、「愛知県庁業務継続計画〔新型インフルエンザ対応編」及び「愛知県庁業務継続計

画〔資料編〕をモデルとしながら、新型インフルエンザ等発生時においても、本市がそ

の機能を維持し、必要な業務を継続することができるよう、発生時の社会の状況を想定

し、適切な対策を講ずる上で基本となる事項を策定するものである。 

なお、業務継続計画の運用にあたっては、実際に発生した新型インフルエンザ等の被

害状況や進行状況等に応じて柔軟に対応していくことを基本とする。 

また、新型インフルエンザ等対策に関する論議や社会ニーズ等を踏まえながら、必要

 

新型新型新型新型インフルエンザインフルエンザインフルエンザインフルエンザ等等等等のののの発生時発生時発生時発生時においてもにおいてもにおいてもにおいても、、、、市市市市がががが必要必要必要必要なななな業務業務業務業務をををを維持維持維持維持できるよできるよできるよできるよ

うにするためにうにするためにうにするためにうにするために、、、、継続継続継続継続・・・・縮小縮小縮小縮小・・・・中断中断中断中断するするするする業務業務業務業務のののの整理整理整理整理などなどなどなど発生時発生時発生時発生時のののの業務継続上業務継続上業務継続上業務継続上のののの

基本的事項基本的事項基本的事項基本的事項をををを定定定定めるめるめるめる。。。。    

計画計画計画計画のののの目的目的目的目的    
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に応じて見直し等を行っていくものとする。 

２２２２    愛西市愛西市愛西市愛西市新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ等等等等対策行動計画との関係対策行動計画との関係対策行動計画との関係対策行動計画との関係    

これまで市は、「愛西市新型インフルエンザ等対策行動計画」（平成２１年１０月策定、

平成２６年６月改定版、以下「市行動計画」という。）を策定した。業務継続計画は、

これらの行動計画等に基づく新型インフルエンザ等対策を優先して実施するとともに、

これを含む継続すべき重要な機能を確保し、優先業務へ人員を配置するなど最低限必要

な業務を維持するための事前計画である。 

 

３３３３    適用範囲適用範囲適用範囲適用範囲    

業務継続計画を適用する範囲は、市の執行機関である執行部局、診療所、議会事務局、

教育委員会及び各種行政委員（会）事務局（以下「各部局等」という。）を対象とする。 

 

４４４４    実施体制実施体制実施体制実施体制    

（１）平常時の体制 

市においては、新型インフルエンザ等対策を総合的に推進するため、「愛西市新型イ

ンフルエンザ等対策本部設置要領」に基づき市長を市対策本部長とする愛西市新型イ

ンフルエンザ等対策本部（以下「市対策本部」という。）を設置している。また、所掌

事務に関する問題を整理･検討するため、防災安全課長を幹事長とする市対策本部幹事

会を置いている。なお、市対策本部の庶務は、健康推進課が行う。 

＜愛西市新型インフルエンザ等対策本部＞ 

 設置段階 県内未発生期・県内発生早期・県内感染期・小康期 

 構  成 本部長：市長  

副本部長：副市長、教育長 

本部員：総務部長、企画政策部長、市民協働部長、八開診療所長、健康

福祉部長兼福祉事務所長、産業建設部長、上下水道部長、教育部長、議

会事務局長、会計管理者、消防長 

役  割 新型インフルエンザ等緊急事態宣言が行われた場合には、市対策本部を

設置し、必要事項の決定と指示、命令を実施する。 

（１） 緊急事態宣言、終息宣言の発表 

（２） 市の公共施設の閉鎖、利用制限、市の行事の中止、延期等の決定

等 

（３） 市職員の勤務体制の見直し 

（４） 新型インフルエンザ等対策の予算措置の決定 

（５） その他重要事項の決定 

 庶 務 健康推進課 
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 ＜愛西市新型インフルエンザ等対策本部幹事会＞ 

 設置段階 海外発生期・県内未発生期・県内発生早期・県内感染期・小康期 

構  成 幹事長：防災安全課長 

副幹事長：学校教育課長 

構成員 

総務部：総務課長 

企画政策部：人事課長、秘書広報課長、経営企画課長 

市民協働部：市民課長、防災安全課長、環境課長 

健康福祉部：児童福祉課長、高齢福祉課長、社会福祉課長 

産業建設部：産業振興課長 

上下水道部：上水道課長、下水道課長 

教育部：学校教育課長、生涯学習課長、スポーツ課長 

消防署：消防署長、消防課長 

診療所：八開診療所事務局長 

役 割 （１） 新型インフルエンザ等に関する情報を内容確認し、市対策本部

に報告する。 

（２） 状況に応じた対策の検討し、市対策本部に提案 

（３） 業務継続計画に関する調整 

（４） その他必要事項の検討 

（２）新型インフルエンザ等発生時の体制 

国内で新型インフルエンザ等が発生し、国が緊急事態宣言を行った場合、市対策本

部を設置し、市対策本部長は市対策本部会議を開催して、発生時の初動対応、感染拡

大防止対策等を速やかに行う。 

市対策本部が業務継続計画を発動し、一部業務を縮小しつつ、必要な業務を遂行す

るとともに、所要の人員シフトを行う。 

 

５５５５    業務継続計画策定の前提となる被害状況の想定業務継続計画策定の前提となる被害状況の想定業務継続計画策定の前提となる被害状況の想定業務継続計画策定の前提となる被害状況の想定    

新型インフルエンザ等の流行規模や被害規模は、病原体側の要因(出現したウイルスの

病原性や感染力)や宿主側の要因(人の免疫の状態等)、社会環境など多くの要素に左右さ

れるものであり、軽微なものから重篤なものまで様々な場合がありえる。現在、市行動

計画においては、国の新型インフルエンザ等政府行動計画を参考に、全人口の２５％が

罹患、医療機関を受診する患者数が６，６００人から１２，８００人、死亡者数が約４

２０人と推計している。（アジアインフルエンザ（中等度）又はスペインインフルエン

ザ（重度）の致命率を想定） 

また、このような被害が発生した場合、社会・経済的な影響として、市民生活におい

ては、学校・保育施設等の臨時休業や外出自粛等、社会活動が縮小するほか、食料品・

生活必需品等や生活関連物資等が不足することが懸念される。さらに民間事業者におい

ても一部の事業が縮小され、物資の不足、物流の停滞等が予想されるとともに、経済活

動が大幅に縮小する可能性がある。 

これらの推計及び想定に基づき、業務継続計画を策定する。ただし、実際に発生した

新型インフルエンザ等の被害状況や進行状況等に応じて柔軟に対応する方法について

も検討することとする。 
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表１－１表１－１表１－１表１－１    想定する被害想定する被害想定する被害想定する被害    

発 症 率 全人口の２５％ 

致 死 率 中度０．５３％  重度２．０％ 

職 員 出 勤 率 ８０％～６０％ 

・職員の出勤率が６０％まで低下する可能性 

・業種・地域により流行のピークに差がある 

到 達 時 間 海外で発生してから日本到達まで２～４週間程度 

流 行 の 波 流行は８週間程度 

・感染のピークは、流行期間の４～５週間目の２週間 

・一つの流行の波が約２か月続き、その後流行の波が２

～３回繰り返される。 

医 療 機 関 を 受 診 す る 

患 者 数 （ 愛 西 市 ） 

約６，６００人～約１２，８００人 

入院患者数（愛西市） １，３００人 

死 亡 者 数 （ 愛 西 市 ） ４２０人 

そ の 他 ・国の介入により、流行の波は変わる可能性がある（流行

のピークがなだらかで期間が長引くなど） 

・地域により、流行のピークの大きさや時期に差が生じる

可能性がある 

「愛西市新型インフルエンザ等対策行動計画」から抜粋 

    

表１－２表１－２表１－２表１－２    発生段階と社会・経済状況の想定（例）発生段階と社会・経済状況の想定（例）発生段階と社会・経済状況の想定（例）発生段階と社会・経済状況の想定（例）    

発生段階 想定される社会・経済状況 

海外で発生の

疑い 

・帰国者が増加 

・出張や旅行の自粛 

・国、地方公共団体等への国民やマスコミからの問い合わせが増加 

海外発生期 ・帰国者の大幅増や検疫の強化により、国内の海空港で相当な混雑が

発生 

・出張や旅行の自粛 

・国民の不安が増大し、国、地方公共団体、保健所、医療機関等へ国

民やマスコミからの問い合わせが増加 

・食料品・生活必需品に対する需要が増加 

・マスク、消毒液等の需要が増加 

県内未発生期 

（国内発生） 

・相談窓口や１１９番に相談の電話が急増 

・市民やマスコミからの問い合わせが急増 

・発症者の濃厚接触者の外出自粛が要請され、出勤が困難になる事態

が発生 

・一部事業者で一部の事業を縮小・休止する準備、業務方法の見直し 

・一部事業者で来訪者の入場制限、検温、手指消毒、マスク着用など

を求める動き 

・需要の急減が予想される業種では、非正規労働者の雇止め等が増加 

・マスク等の防護具の購入が困難になる可能性 
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県内発生早期 ・発生地域における学校、保育施設等の臨時休業、集会の中止、興行

施設等不特定多数の者が集まる場を提供する事業の休業 

・県内各地の事業者で一部の事業を縮小・休止する動き 

・県内各地の事業者で来訪者の入場制限、検温、手指消毒、マスク着

用などを求める動き 

・感染者、濃厚接触者の外出自粛により、出勤が困難になる事態が急

増 

県内感染期 ・抗インフルエンザウイルス薬を求める患者が多数医療機関に来訪す

るなど混乱が発生 

・医療資源（医師・看護師、医薬品、人工呼吸器等）の不足により、

一部に診療を中止する医療機関が出現 

・学校・保育施設等の臨時休業、集会の中止、興行施設等不特定多数

の者が集まる場を提供する事業の休業等が県内各地に拡大 

・公共交通機関の運行は概ね維持。利用者が減少した地域では、運行

本数が減少 

・電力、上下水道、ガス、電話などのライフラインは概ね維持 ※ 

・流通・物流の停滞、生産・輸入の減少により食料品・生活必需品の

供給不足が発生するおそれ 

・感染拡大に加え、学校・保育施設等の臨時休業や介護サービスの不

足により、従業員の出勤率が低下（６０％まで低下する可能性） 

・経済活動が大幅に減少、企業の経営破綻が増加、雇用失業情勢が悪

化 

小康期 ・社会が安定し始める 

・経済活動が一部正常化 

※政府の新型インフルエンザ対策上の目標であるが、事態が悪化した場合、供給が

停止する可能性もある。 
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第２章第２章第２章第２章    業務継続計画の基本的考え方業務継続計画の基本的考え方業務継続計画の基本的考え方業務継続計画の基本的考え方    

 

１１１１    市市市市に求められる役割に求められる役割に求められる役割に求められる役割    

新型インフルエンザ等が発生した場合、社会・経済の破綻を防ぎ、市民の生命と健康、

生活を守るためには、各部署における新型インフルエンザ等対策に関する業務や最低限

の市民生活の維持等に必要な業務を中断されることは許されず、適切な意思決定に基づ

き継続することが求められる。 

なお、市政は、市民、企業、自治体、関連組織などが連携することによって機能する

ものであり、各層の理解と協力を得て対策を推進することが必要である。 

一方、新型インフルエンザ等発生時には、多くの職員が本人の罹患や家族の看病等の

ため休暇を取得する可能性があり、また、感染者と濃厚接触した職員についても外出自

粛要請され、出勤できなくなる。さらに、新型インフルエンザ等の感染拡大時には、業

務に必要な物資やサービスの確保が困難になる可能性がある。 

このため、職員の生命と健康を守りつつ、必要な業務を継続するためには、職場にお

ける感染防止策を徹底するとともに、不急の業務を縮小・中断することにより業務の絞

り込みを徹底して行い、真に必要な業務に資源を集中させることが必要となる。 

 

２２２２    新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ等等等等と地震による被害の違いと地震による被害の違いと地震による被害の違いと地震による被害の違い    

必要となる業務を確実に遂行しなければならない点では、新型インフルエンザ等も地

震も同様であるが、その被害状況、影響度及び期間等は大きく異なる。 

地震の被害は、人的被害のほか、地域の生活・産業基盤が壊滅的な被害を受けること

に対し、新型インフルエンザ等の被害は、人的被害が長期化することで社会経済に影響

を与えることとなる。 

地震では、災害発生時に、本市が実施すべき応急復旧業務や業務継続の優先度が高い

通常業務を継続（早期の再開・復旧）するために、事前に資源（職員、庁舎、資機材等）

の確保・配分や必要な対策を定める計画であるのに対し、新型インフルエンザ等では、

限られた人員により必要な業務を継続することが求められる。 

新型インフルエンザ等と地震の被害についての比較は、下表のとおりである。 

 

項 目 新型インフルエンザ等 地 震 

発 生 
海外で発生の場合には、国内発生

まで準備可能 
主に兆候がなく、突然発生する 

直 接 的 な 

被害の内容 

主として人に対する被害で、時間

の経過とともに被害が拡大 

人に対する被害に加え、道路、鉄

道、建物、施設、設備等への被害

も大きい 

地 理 的 な 

影 響 
被害が国内全域、全世界的となる 

被害が地域限定的で、被災地外か

らの支援が可能 

被 害 期 間 

第一波の期間が約８週間、その後

の第二波、第三波による長期化の

可能性あり 

最初の地震が最大被害であり、余

震も一定期間継続 
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３３３３    業務継続の基本方針業務継続の基本方針業務継続の基本方針業務継続の基本方針    

（１）業務継続の基本方針 

市は、市民の生命・健康を守るとともに、社会・経済の破綻を防止するため、適切

な意思決定に基づき、新型インフルエンザ等対策に関する業務（以下「新型インフル新型インフル新型インフル新型インフル

エンザエンザエンザエンザ等等等等対策業務対策業務対策業務対策業務」という。）を優先的に実施するとともに、最低限の市民生活の維

持等に必要な業務（以下「一般継続業務一般継続業務一般継続業務一般継続業務」という。）を継続する。 

新型インフルエンザ等対策業務及び一般継続業務（以下「発生時継続業務発生時継続業務発生時継続業務発生時継続業務」という。）

を実施及び継続できるよう、必要な人員、物資、情報入手体制、相互連携体制等を確

保する。 

発生時継続業務以外の業務（以下「縮小・中断業務縮小・中断業務縮小・中断業務縮小・中断業務」という。）のうち、感染拡大に

つながるおそれのある業務については、極力中断する。 

 

 

 

 

 

 

発生時継続業務を適切に実施・継続するため、職場における感染防止策を徹底し、

感染リスクを低減させるための勤務体制を工夫する。新型インフルエンザ様症状のあ

る職員で入院措置がなされていない者に対しては、出勤を自粛させ、併せて外出しな

いように徹底する。 

さらに、新型インフルエンザ等は、感染してから発症するまでに期間があるため、

症状を有していなくても家族に罹患者がいる職員や職場等で患者と対面で会話や挨拶

等の接触があった職員については、濃厚接触者として津島保健所から外出自粛要請が

なされることとなる。 

濃厚接触者として、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以

下「感染症法」という。）第４４条の３第２項の規定に基づき外出自粛要請等を要請さ

れた職員に対しては、外出自粛を徹底するよう要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）新型インフルエンザ様症状とは、３８℃以上の発熱、咳、くしゃみ、肺炎等が想定される

が、新型インフルエンザが発生した場合に厚生労働省が発表する症例定義を参考とする。 

 

 

 

 

市の業務 
発生時継続業務 

縮小・中断業務 

新型インフルエンザ等対策業務 

一般継続業務 

業務業務業務業務のののの分類分類分類分類    

ⅠⅠⅠⅠ    業務業務業務業務のののの仕分仕分仕分仕分けによるけによるけによるけによる実施体制実施体制実施体制実施体制のののの確保確保確保確保    
① 新型インフルエンザ等の発生に伴って必要となる業務（新型インフルエ

ンザ等対策業務）については、優先的に実施する。 
② 市民生活の維持等のために必要な最低限の業務（一般継続業務）につい

ては、適切に継続する。 
③ ①及び②（発生時継続業務）以外の業務（縮小・中断業務）については、

一時的に縮小又は中断し、発生時継続業務に従事する職員が欠けた場合の
代替要員として投入する。また、縮小・中断業務のうち、感染拡大につな
がるおそれのある業務については、極力中断する。    

ⅡⅡⅡⅡ    職員等職員等職員等職員等のののの健康管理健康管理健康管理健康管理・・・・感染防止対策感染防止対策感染防止対策感染防止対策のののの徹底徹底徹底徹底    
④ 新型インフルエンザ様症状注）のある職員等に対しては、外出自粛の徹

底を要請する。また、患者と濃厚接触し、感染症法に基づき外出自粛等を
要請された職員に対しては、外出自粛の徹底を要請する。 

⑤ 発生時継続業務については、職場における感染防止策を徹底し、勤務体
制を工夫する。 

業務継続業務継続業務継続業務継続のののの基本方針基本方針基本方針基本方針    
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図２図２図２図２    新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ等等等等発生時の事業継続の時系列イメージ発生時の事業継続の時系列イメージ発生時の事業継続の時系列イメージ発生時の事業継続の時系列イメージ    

 

 

 

 

 

 

（２）発生段階ごとの対応 

新型インフルエンザ等は被害が長期間にわたり、また、発生してから終息するまで

複数の段階がある。そのため、まずは、発生段階ごとの人員の確保状況や感染状況を

想定し、継続や縮小等をすべき業務の水準や程度を検討する。次いで発生段階に応じ、

職場における感染防止策、人員体制を整理する。 

なお、段階的に業務を縮小・中断（再開）していく方法については、各部署が検討・

決定するものとする。 

 

 

 

 

・・a 業務：新型インフルエンザ等対策業務

・・ｂ業務：一般継続業務

・・ｃ1,c2 業務：縮小・中断業務

小
康
期

流行の 1 つの波が 8 週間程度
8 週間程度の流行が 2～3 回繰り返される可能性

県
内
感
染
期

未 
発 
生 
期 

海 
外 
発 
生 
期 

県
内
未
発
生
期

（

国
内
発
生

）

県
内
発
生
早
期

業務縮小
準備等 

通常レベル

･･c1,c2 業務： 
    縮小･中断業務 

･･ｂ業務：
  一般継続業務 

･･a 業務：
    新型インフルエンザ等対策業務
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発生段階ごとの業務継続計画イメージ発生段階ごとの業務継続計画イメージ発生段階ごとの業務継続計画イメージ発生段階ごとの業務継続計画イメージ 

 

発生段階 職員配置 

未発生期 

 

 

 

海外発生期 

 

 

 

※職員の配置等工夫して実施 

県内未発生期(国内発生) 

県内発生早期 

 

 

 

県内感染期 

 

 
 

小康期 

 

※職員の配置等工夫して実施 

    

    

通常業務
新型インフル
エンザ等対策

業務

市職員 100 ％ 

通常業務

新型インフル

エンザ等対策

業務

市職員 100 ％ 

一般継続業務

＋実施可能な縮小・中断業務

新型インフル 
エンザ等対策

業務

市職員 61～ 100％

縮小 
業務 

中断 
業務 

通常業務

市職員 100％

一般継続業務
新型インフルエン 

ザ等対策業務

市職員 6 0 ％ 

縮小
業務

中断
業務
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第３章第３章第３章第３章    業務の仕分け業務の仕分け業務の仕分け業務の仕分け    

    

１１１１    発生時継続業務の範囲及び業務の仕分け発生時継続業務の範囲及び業務の仕分け発生時継続業務の範囲及び業務の仕分け発生時継続業務の範囲及び業務の仕分け    

発生時継続業務の具体的範囲については、市行動計画等に示されている市の役割や業

務の縮小・中断が市民生活に与える影響の大きさ等を踏まえ、事前に検討し明らかにし

ておく必要がある。 

そのため、各部署は、新型インフルエンザ等の発生段階に即し、所管する個々の業務

について、発生時継続業務とそれ以外の縮小・中断業務に区分するなど、業務の仕分け

作業を行うものとする。その際には、発生時継続業務に区分された業務に必要となる人

員数や資器材等についても把握し整理しておく。 

なお、新型インフルエンザ等発生時における業務区分ごとの業務例は、表２のとおり

である。 

 

２２２２    業務の仕分け作業の注意点業務の仕分け作業の注意点業務の仕分け作業の注意点業務の仕分け作業の注意点    

（１）発生時継続業務の絞込み 

業務の仕分けは新型インフルエンザ等発生時において真に継続することが必要な業

務に資源を集中させるための基礎資料となるものであることから、各部署は個々の業

務の精査を行い、職員の出勤率が 60％まで低下することも念頭に置きながら、発生

時継続業務を必要最小限に絞り込む。 

（２）その他の注意事項 

各部署は、発生時継続業務の絞込みに際しては、次の事項等も考慮する。 

① 縮小・中断による市民生活に与える影響 

・市民の生命・安全の保持に支障がないか 

・市民に対し、甘受できない不利益・不公平が発生しないか 

・財産の保全、社会機能等の最低限の継続に支障がないか 

② 法令上の処理期限等の有無 

・法令上の処理期限や事業実施時期の義務付け等があるか 

③ 発生時継続業務への影響 

・縮小・中断により発生時継続業務に支障が生じないか 

④ 通常の業務体制維持の要否 

・新型インフルエンザ等発生時であっても、発生前とほぼ同様の人員で体制を維

持する必要があるか 

⑤ その他 

・一つの流行の波が続く期間、業務を休止しても、その後の対応が可能か 

・感染拡大防止の観点から、積極的な休止等が望ましい業務であるか 

 

３３３３    発生時継続業務の所属別整理発生時継続業務の所属別整理発生時継続業務の所属別整理発生時継続業務の所属別整理    

業務継続計画に基づき、各部署で実施した業務の仕分け作業を整理した結果は、別に

とりまとめる。 

 

 

 

 

 



 

 

- 13 -

表２表２表２表２    新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ等等等等発生時における業務区分ごとの業務例発生時における業務区分ごとの業務例発生時における業務区分ごとの業務例発生時における業務区分ごとの業務例    

業務区分 業務の性格・例 優先度 

発

生

時

継

続

業

務 

新型イン

フルエン

ザ等対策

業務 

●市行動計画等で取り組むこととされている業務であっ

て、新型インフルエンザ等発生により、新たに発生し、

又は業務量が増加するもの。 

例：市対策本部の運営、サーベイランス、感染拡大防

止、医療体制の整備、広報など 

 

 

高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低 

 

 

一般継続

業務 

●市民の生命・財産等に著しい影響があるため縮小・中断

が困難な業務 

例：災害対策本部設置・運営等の災害復旧業務、新型

インフルエンザ等以外の危機管理業務、福祉・医

療等のサービスの確保、市民生活に直結する各種

手当、給付金、貸付金の支給、インフラ（道路、

河川、港湾等）の管理 など 

●市の意思決定や、発生時継続業務の実施に必要な内部管

理業務 

例：部署内や部署間の連絡調整業務、議会関係業務、

各種契約事務、庁舎維持管理、ホームページ・情

報システムの維持、予算・決算、人事管理 など 

縮小・ 

中断業務 

●流行中も業務を中断できないが、発生時継続業務に該当

せず、業務内容を縮小する業務 

●需要が減少するため、業務内容を縮小する業務（事前の

連絡調整により縮小可能なもの） 

例：許認可申請や不服申し立ての審査事務、支払事務、

各種相談業務 など 

●流行の終息後に先送りすることが可能な業務 

例：企画、調査、政策立案、地域振興 など 

●感染拡大防止等の観点から、積極的な休止が望ましい業

務 

例：イベントなど不特定多数の人が同時に集まる機会

を提供する業務、集会や研修、会議 など 

 

 



 

 

- 14 -

第４章第４章第４章第４章    必要な人員、物資及びサービスの確保必要な人員、物資及びサービスの確保必要な人員、物資及びサービスの確保必要な人員、物資及びサービスの確保    

    

１１１１    人員の確保等人員の確保等人員の確保等人員の確保等    

（１）人員の確保 

ア 各課は、業務仕分けを踏まえ、発生時継続業務の実施に必要となる人員の確保に

努める。 

イ 所属間の人員調整については、県内、市内での発生状況、職員の感染状況や出勤

状況に応じて、次により弾力的に対応する。 

(ｱ) 課内の人員調整は、業務の中断・縮小を行っても、業務の性質上、なお人員に

不足が生じる場合に行う。 

(ｲ) 所属間の人員調整は、原則として各部局内での対応を基本とし、人事課と協議、

調整して行う。 

(ｳ) 各部局内において対応ができないと判断される場合は、下記(5)の手順により他

の部局からの応援を求める。 

（２）専門的な知識が必要な業務の代替性の確保 

各課は、発生時継続業務を実施するために専門的な知識が必要となる業務（業務実

施に特別な資格や技能が必要な業務等）については、担当職員が感染等により出勤で

きなくなることを想定し、スキルの標準化・教育訓練等、可能な限り代替性を高める

ための方策の実施について検討する。 

（３）通勤方法 

職員の通勤時における感染リスクを低減するため、必要に応じて時差出勤や自転

車・徒歩等による出勤について検討を行う。 

（４）執務室 

執務中の感染リスクを低減するため、所属ごとに執務室の変更について検討する。

勤務者が通常どおり若しくは増加する所属（新型インフルエンザ等対策業務に関わる

所属）は、必要に応じて会議室等を執務室に使用し対人距離を確保するよう努める。

また、勤務者が通常の半減以下の所属は、一人おきに着席することで対人距離を確保

する。 

（５）他部局への応援 

ア 応援の要請 

各部局内で対応できないと判断される場合には、速やかに必要人数、配置先、業

務内容及び期間等を基に人事課に協議を行う。 

イ 具体的調整 

人事課は、各課の出勤者数等の状況を把握し、応援が可能な課、応援が必要な課

とそれぞれ協議を行う。 

  ウ 職員応援の決定 

    職員の調整事項については、市対策本部長の決定により行い、人事課は該当する

課に通知する。 
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２２２２    指揮命令系統の明確化指揮命令系統の明確化指揮命令系統の明確化指揮命令系統の明確化    

（１）幹部職員の健康管理 

市政の意思決定や議会対応に重要な役割を担う、市長、副市長、各部長、各所属長

など幹部職員については、感染リスクを極力抑えるよう感染防止対策を講じる。 

（２）指揮命令系統の確認等 

幹部職員が一定期間、不在となることに備え、連絡体制の確認を随時行い、行政が

停滞しないよう対応する。 

幹部職員が罹患し、職務遂行が難しくなった場合は、事務決裁規程に基づく代決な

どにより代行者が処理することとなるが、市政の意思決定が滞らないように代決者や

意思決定ルートを確認しておく。 

 

３３３３    物資、サービスの確保物資、サービスの確保物資、サービスの確保物資、サービスの確保    

市が業務の継続を行うためには、庁舎管理や警備、清掃、各種設備の点検・修理、消

耗品の供給等、発生時においても継続して確保することが必要な物資・サービスが存在

する。 

このため、業務の継続に不可欠なサービスを提供する事業者に対し、事業継続に向け

た協力を要請する。 

 

４４４４    情報システムの維持情報システムの維持情報システムの維持情報システムの維持    

発生時においては、市民や事業者、関係機関などへの情報提供が必要であり、情報シ

ステムの維持は不可欠である。 

情報システムに障害が生じることのないよう、市の情報システム受託事業者に対し、

業務の継続に向けた協力を要請する。 

⑥応援の実施 応援応援応援応援をををを行行行行うううう課課課課    

②
協
議
・
調
整 

人員人員人員人員がががが不足不足不足不足するするするする課課課課    

    

人事課人事課人事課人事課    

③
決
裁
伺 

・必要人数  ・配置先 

・業務内容  ・期間 

・その他参考事項 ⑤決定事項の

通知 

②
協
議
・
調
整 

市市市市対策本部長対策本部長対策本部長対策本部長    

①
応
援
の
要
請 

④
応
援
体
制
の
決
定 

⑤決定事項の

通知 
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第５章第５章第５章第５章    職員等の健康管理職員等の健康管理職員等の健康管理職員等の健康管理    

    

職員の健康管理は、事業継続のための重要な要素であり、職員の感染が低減すれば、

新型インフルエンザ等発生に伴う、人的な負担が軽減され、ひいては市機能の維持につ

ながることから、各部署においては、次のとおり職員等の健康管理及び健康状態の把握

等に努める。 

 

１１１１    職員の日常的な健康管理職員の日常的な健康管理職員の日常的な健康管理職員の日常的な健康管理    

職員に対して、次の対応について周知徹底する。 

・自己の健康管理の徹底（手洗い、うがいの徹底等） 

・出勤時をはじめ、庁舎内に入る場合の石けんや消毒液を用いた手洗い、手指消毒

の徹底 

・日常的なマスクの携帯及び通勤・外出時の混み合った場所におけるマスクの着用 

・咳エチケットの徹底 

・発熱、咳、のどの痛み等インフルエンザ様の症状があった場合には出勤せず、事

前に電話連絡をしたうえで、必要に応じて医療機関を受診すること 

・特に基礎疾患を持つ職員や、妊娠している職員については、日頃からかかりつけ

の医師と感染防止、感染した場合の受診方法等について相談しておくこと 

・ワクチン接種の意義 

・回復後の外出、出勤の目安（国、県からの通知等を周知） 

 

２２２２    職員の感染状況の把握等職員の感染状況の把握等職員の感染状況の把握等職員の感染状況の把握等    

（１）職員の感染状況の把握と報告 

   各所属長は、職員（臨時職員及び嘱託員を含む。）、職員の家族、職員の同居人が新

型インフルエンザ等に感染した疑いがある（感染した）ことを把握した場合、当該職

員に新型インフルエンザ等感染（疑い含む）状況報告書を提出させ、直ちに人事課へ

報告する。 

   人事課は、出退勤システムにより各部署の職員の出勤状況を把握し、職場における

感染症のまん延が認められないか確認する。なお、臨時職員及び嘱託員については、

各所属長より人事課へ報告する。 

（２）職員が感染した場合の対応 

   医療機関において新型インフルエンザ等の診断を受けた場合は、職員はその旨を直

ちに所属長に報告し、必要な治療等を受ける。 

（３）感染が疑われる場合、感染した時の対処 

   発熱症状のある職員や同居する家族等が新型インフルエンザ等に感染した職員は休

暇を取得するなどし、職員間の感染防止に努める。 



 

 

- 17 -

第６章第６章第６章第６章    感染防止策の徹底感染防止策の徹底感染防止策の徹底感染防止策の徹底    

    

１１１１    入庁管理入庁管理入庁管理入庁管理    

発生段階に応じて、次のとおり入庁管理を行う。 

 

発生段階 実施内容 

海外発生期 

 

○職員に出勤前の体温測定などにより健康管理を行う。 

（発熱症状があり、新型インフルエンザ発生国への渡航歴のある

者は、帰国者・接触者相談センターに相談した上で、その結果

を所属長へ連絡し、必要に応じ、休暇等を取得する。） 

県内未発生期 

（国内発生） 

○引き続き、職員に出勤前の体温測定などにより健康管理を行

う。 

（発熱症状があり、新型インフルエンザ等の疑い(新型インフル

エンザ等発生国への渡航歴や患者との接触歴等)のある者は、

帰国者・接触者相談センターに相談した上で、その結果を所属

長へ連絡し、必要に応じ、休暇等を取得する。） 

○来庁者へのマスク着用を促す。 

県内発生早期 ○来庁者の施設内への入場自粛を促す。 

・施設の入口及びホームページに発熱等の症状を有する者の入

庁を認めない旨の掲示をする。 

○出勤方法を見直す。 

・公共交通機関を用いない方法（自転車、徒歩等）による出勤の

検討、公共交通機関を用いて出勤せざるを得ない場合、マスク

着用を促す。 

県内感染期 ○引き続き、来庁者の施設内への入場自粛を継続する。 

○引き続き、出勤方法の見直しを継続する。 

○引き続き、来庁者へのマスク着用を促す。 

小康期 ○感染状況に応じて、県内感染期の対策を緩和する。 

２２２２    施設施設施設施設内の感染防止策内の感染防止策内の感染防止策内の感染防止策    

発生段階に応じて、施設内において、次のとおり感染防止策を実行する。 

発生段階 実施内容 

海外発生期 ○施設の入口に注意喚起のためのポスターを掲示する。 

○ホームページで注意を呼びかける。 

○速乾性アルコール製剤、マスク等の備蓄品の配置・配布準備を

する。 

県内未発生期 

（国内発生） 

○海外発生期に引き続き、ポスター掲示やホームページによる注

意喚起をする 

○手洗い、手指消毒 

・消毒液の設置にあわせて、トイレなど手洗設備のある場所の

案内図を庁舎内に掲示する 

○マスク着用の促進 

・職員に対しては、マスク着用を促す。（職場内において、他

者と 1～2ｍの距離を置くことは困難であると想定） 
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・何らかの理由で自らのマスクを持っていない職員に対して

は、必要に応じ、備蓄しておいたマスクを配布する。 

○執務室内の換気 

・換気が可能な執務室においては、概ね２時間毎に換気する。 

○執務時間中の外出自粛 

・食事のため外出することは、感染の機会を増やすため極力避

ける。（食堂や売店のある庁舎においても、感染を防ぐため、

できる限り食事を持参する。） 

○施設の清掃・消毒 

・不特定多数の者が触れる場所（庁舎共有部分：ロビー、通路、

エレベーター、トイレ）の清掃、消毒の徹底を委託業者に指

示する。 

○感染機会の低減 

・市が主催する会議、イベント、スポーツ大会等については、

当該集会等の必要性の再検討（急を要しない会議の自粛）や

感染機会を減らすための工夫を行う。 

県内発生早期 ○県内未発生期の対策を引き続き実行・強化する。 

県内感染期 ○県内未発生期の対策を引き続き実行・強化する。 

小康期 ○感染状況に応じて、県内未発生期の対策を緩和する。 

 

３ 職場内で発症者が出た場合の措置 

  新型インフルエンザ等の海外発生期から県内感染期までの間に発症者が職場内で発生

した場合、原則的に以下のように対応するものとし、この内容について職員に周知徹底

を図る。 

（１）発症者への対応 

   職場内で発熱症状があり、新型インフルエンザ等の疑い（新型インフルエンザ等発

生国への渡航歴や患者との接触歴等）のある者（以後、「発症者」と言う。）が出た場

合は、まん延防止の観点から、マスク等を着用させるとともに、可能な限り職場の同

僚との接触がないように配慮する。 

   県内発生早期までは、直ちに帰国者・接触者相談センター（津島保健所が設置）に

本人から連絡するよう促し、津島保健所の疫学調査や外出自粛の要請等に対して協力

するよう促す。 

   なお、発症者を医療機関へ連れていく際には、自家用車を使用するなど基本的に公

共交通機関は利用しない。 

（２）濃厚接触者の外出自粛等 

   職場の同僚等、発症者との濃厚な接触について、津島保健所が疫学調査等を実施す

る場合や外出自粛の要請等があった場合は、これに協力するよう促す。 

（３）職場等の消毒 

   職場内で発熱症状があり、新型インフルエンザ等の疑いのある者が出た場合は、必

要に応じて消毒等を実施する。 
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第７章第７章第７章第７章    業務継続計画の実施業務継続計画の実施業務継続計画の実施業務継続計画の実施    

    

１１１１    業務継続計画の発動業務継続計画の発動業務継続計画の発動業務継続計画の発動    

ＷＨＯ(世界保健機関)が新型インフルエンザのフェーズ 4 の宣言若しくはそれに相当

する公表又は急速にまん延するおそれのある新感染症の発生を公表した場合は、厚生労

働大臣は、新型インフルエンザ等が発生した旨を公表し、新型インフルエンザ等政府対

策本部が設置された場合は愛知県新型インフルエンザ等対策本部が設置される。 

国内で発生した新型インフルエンザ等の状況により、緊急事態宣言がされた場合は、

愛西市は市対策本部が設置され、市対策本部長が業務継続計画を発動する。 

特に、初期段階（海外発生期、県内未発生期(国内発生)）では、発生した新型インフ

ルエンザの重篤性、感染力等が不明である可能性が高いので、縮小・中断業務について

は状況を見ながら縮小・中断するのではなく、重篤な場合を想定して対応し、その後、

状況を踏まえて縮小・中断の見直しを検討する。ただし、海外発生期から国内発生まで

に一定の時間があり、重篤性が明確になっている場合は、この限りでない。 

 

２２２２    業務の縮小・中断等の実施業務の縮小・中断等の実施業務の縮小・中断等の実施業務の縮小・中断等の実施    

あらかじめ定めた縮小・中断業務について、次のとおり発生段階に応じて実行する。 

その際、段階の期間は極めて短くなる可能性があり、また、必ずしも順を追って進行

するとは限らないため、状況に応じた流動的な対応を求められることに留意が必要であ

る。 

また、あらかじめ定めた発生時継続業務であっても、需要が減少するため、業務内容

を縮小できる業務など縮小が可能な業務については、縮小するなど弾力的に対応する。 

 

発生段階 実施内容 

海外発生期 ○業務の絞り込み方針、特に縮小・中断する業務や縮小内容等につい

て、県民、関係機関等に周知し、縮小準備を開始する。 

県内未発生期 

(国内発生) 

○業務方法の見直し 

・不急の出張を中止する。 

・不急の会議の中止（電子メール・電話の利用等） 

県内発生早期 ○業務の絞り込み 

・あらかじめ定めた一部の縮小・中断業務について縮小・中断する 

県内感染期 ○引き続き、県内発生早期の業務縮小・中断計画を実行・強化する。 

○発生時継続業務であっても、縮小が可能な業務については、縮小す

るなど、弾力的に対応する。 

小康期 ○感染状況に応じて県内感染期の対策を緩和する。 

 

３３３３    状況に応じた対応状況に応じた対応状況に応じた対応状況に応じた対応    

事態の進展に応じ、業務継続計画に沿って、業務の縮小・中断等を行うこととする。

その際、業務遂行上生じた問題等について情報を集約し、必要な調整を行う。 

新型インフルエンザ等が国内で発生した場合(発生段階では県内未発生期、県内発生早

期)、基本的には、速やかに業務継続計画に基づき、人員体制の変更（部署交代制の活用、
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発生時継続業務への応援開始等）等を行うことになるが、その場合の具体的な要件、時

期や手続を整理しておく必要がある。なお、このような整理は、その後の状況に応じて

人員体制等の変更を行う場合にも、同様に必要である。 

 

４４４４    通常体制への復帰通常体制への復帰通常体制への復帰通常体制への復帰    

小康期に移行する際、通常体制への移行を検討することになるが、体制移行のタイミ

ングについては、地域的な流行状況を踏まえて決定する。 

発症した職員の多くは治癒するため、これらの職員も就業可能となることが想定され

るが、小康状態の後、第二波、第三波が来る可能性がある。この間にウイルスが大きく

変異しなかった場合、一度発症すれば免疫ができるため、重症化しにくくなると考えら

れるが、この間にウイルスが大きく変異した場合、治癒した者も再度感染し、重症化す

るおそれがある。また、新型インフルエンザ等に罹患したと考えられていた者が実は通

常のインフルエンザに感染したにすぎず、免疫ができていない可能性もある。こうした

可能性も考慮し、感染防止策を緩めることなく、第二波、第三波に備えた対応を検討す

る必要がある。 

 

 

第８章第８章第８章第８章    今後の取組み今後の取組み今後の取組み今後の取組み    

        

教育・訓練等を通じた計画の定着と課題の解消教育・訓練等を通じた計画の定着と課題の解消教育・訓練等を通じた計画の定着と課題の解消教育・訓練等を通じた計画の定着と課題の解消    

業務継続計画について、各職員が理解し、新型インフルエンザ等が発生した場合に速

やかに必要な体制をとることができるようにするためには、研修・訓練等を通して職員

個人の能力を向上させるとともに、組織的な対応力の向上を図っていく必要がある。 

また、業務継続計画のより適切な運用等を図るため、研修・訓練等の実施・検証を通

じ、また、国や県の動向を踏まえ、必要に応じて業務継続計画の見直しを行う。 
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第２部 業務継続計画各論 

（所属別整理表） 

 

 

 
 

 
 
１ 位置づけ 

この表は、「愛西市新型インフルエンザ等対策業務継続計画」第３章に基づき、各部
局等で実施した業務の仕分け作業を整理したものです。 

 
２ 対象とした部局 

総務部、企画政策部、市民協働部、健康福祉部、診療所、産業建設部、上下水道部、
教育部、議会事務局、監査委員事務局、会計室、消防本部 
 

３ 整理内容 
 
（１）作成時点 

平成２８年６月現在 
 
（２）業務の区分 

この表は、新型インフルエンザ等対策業務、一般継続業務及び縮小・中断業務に
ついて、各所属別に主な業務をリストアップしています。 

 
（３）前提条件 

強毒性の新型インフルエンザ等が流行のピークを迎えている時点（発生段階は、
県内感染期）を念頭に、県内で死者が発生し、職員の出勤率も６０％程度となって
いることを前提としています。 

 
注)補足説明 

今回の取りまとめでは、鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）由来の強毒性インフル
エンザを念頭においています。豚由来の新型インフルエンザ（Ｈ１Ｎ１）は対
象にしていません。 
被害想定は、「愛西市新型インフルエンザ等対策行動計画」に記載のとおりと

し、最悪の場合、死者数は全国で８１万人、県内でも４万７千人、愛西市４２
０人になると想定しています。また、一回の流行の期間は、約８週間と考えら
れています。 
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部局名 共通 課名 共通 

新型インフルエンザ等対策業務 

●業務継続計画に関すること 

●関係機関との連絡調整や情報収集に関すること 

●関係団体・事業者への情報提供や事業の継続の要請に関すること 

●市主催イベントの中止や市施設等の閉鎖の周知に関すること 

●職員等の感染予防・感染拡大防止策の実施に関すること 

●職員等の罹患状況・出勤状況等の把握に関すること 

●新型インフルエンザ等の広報に関すること 

●新型インフルエンザ等対策本部に関すること 

●部局等（所属）内における新型インフルエンザ等対策の取りまとめに関すること 

一般継続業務 

●市役所の連絡調整に関すること 

●市民への各種情報提供に関すること 

●議会に関すること 

●予算・決算に関すること 

●契約・会計事務に関すること 

●監査に関すること 

●人事・服務に関すること 

●庁舎管理に関すること 

●文書の受領・発送に関すること 

●広報・ホームページに関すること 

縮小・中断業務 

●一般的な総務事務に関すること 

●一般的な会議の開催に関すること 

●個人情報保護・情報公開に関すること 

●会計検査に関すること 

●職員の研修に関すること 

●各種要望に関すること 

●各種イベントに関すること 
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総務部総務部総務部総務部    

部局名 総務部 課名 総務課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●庁舎等の警備及び車両の運用に関すること 

(1) 輸送車両の確保 

・輸送車両の確保については、愛西市地域防災計画に準じて行動する。 

・公用車で対応が困難と認めるときは、運送事業者に協力要請する。 

(2) 職員に対する感染予防の確保 

・感染予防のため、職員に対してマスクの着用と消毒を励行する。 

●物資及び資材の運搬に関すること 

・(1)で確保した輸送車両を、緊急度に応じて適宜配備し運搬の効率化を図る。 

  各地区、自治会などからの情報把握 

・自治会からの各地区の情報を収集する。 

一般継続業務 

●公告式に関すること 

●公印の管理に関すること 

●公用車の管理及びバスの貸出しに関すること 

●文書の収受及び発送に関すること 

●固定資産評価審査委員会に関すること 

●庁中構内の取締り及び案内に関すること 

●選挙管理委員会に関すること 

●検察審査会に関すること 

●裁判員制度に関すること 

●電子計算機の利用計画、調整及び管理に関すること 

●電子計算機の事務の企画及び利用に関すること 

縮小・中断業務 

●市の行政区画に関すること 

●廃置分合及び境界変更に関すること 

●条例、規則等の審査に関すること 

●請願及び顧問弁護士に関すること 

●当直に関すること 

●庁舎維持管理及び営繕に関すること 

●市議会の招集及び議案調整に関すること 

●地名変更及び住所表示に関すること 

●情報公開に関すること 

●個人情報保護に関すること 

●自衛官募集に関すること 

●行政手続法に関すること 

●明るい選挙推進協議会に関すること 

●情報化計画の企画及び推進に関すること 

●情報化推進委員会に関すること 

●情報セキュリティ対策に関すること 

●あいち電子自治体推進協議会に関すること 

●他課に属さない事項の調整に関すること 

●完結文書の整理保存に関すること 

●巡回バス等地域公共交通に関すること 
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部局名 総務部 課名 財政課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●本部長から所管する事務として命ぜられた事務に関すること 

・本部長の指示により、各課等の所掌事務への動員等に協力する。 

一般継続業務 

●市有財産に関すること 

縮小・中断業務 

(縮小） 

●予算編成及び予算統制に関すること 

●地方債に関すること 

･入札に関すること 

･地方交付税に関すること 

･一時借入金に関すること 

(中断) 

･財政全般の連絡調整に関すること 

･財政事情に関すること 

･その他財務に関すること 

    

部局名 総務部 課名 税務課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●本部長から所管する事務として命ぜられた事務に関すること 

・本部長の指示により、各課等の所掌事務への動員等に協力する。 

一般継続業務 

●市民税及び軽自動車税の賦課に関すること 

●証明書発行業務に関すること 

●確定申告・市民税申告業務に関すること 

●固定資産税の賦課に関すること 

●固定資産（土地・家屋）の評価業務に関すること 

●償却資産申告受付業務に関すること 

縮小・中断業務 

●税務統計に関すること 

●税務相談に関すること 
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部局名 総務部 課名 収納課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●本部長から所管する事務として命ぜられた事務に関すること 

・本部長の指示により、各課等の所掌事務への動員等に協力する。 

一般継続業務 

●市税の歳入整理に関すること。 

●納税証明の交付に関すること。 

●市税の督促に関すること。 

●口座振替に関すること。 

●市税並びに国民健康保険税、介護保険料及び後期高齢者医療保険料において、期日が定められた滞納整理

に関すること 

●市税の徴収委託及び受託に関すること 

●市税並びに国民健康保険税、介護保険料及び後期高齢者医療保険料の欠損処分に関すること 

縮小・中断業務 

●過誤納金に関すること。 

●市税並びに国民健康保険税、介護保険料及び後期高齢者医療保険料において、期日が定められていない滞

納整理に関すること 

●市税等の滞納処分に関すること。 
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企画政策企画政策企画政策企画政策部部部部    

部局名 企画政策部 課名 人事課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●職員の服務、参集状況の把握に関すること 

 ・職員の参集（出勤）状況について、出退勤システムにより常時把握する。 

 ・職員の健康状態の把握、職員の家族の健康状態の把握については、各課等から報告してもらう。 

●本部の指示により職員の動員要請等へ対応する。 

●発生状況の把握と報告（主に職員の関係） 

・本部へ報告する。 

一般継続業務 

●職員の給与及び旅費に関すること 

●職員の任免、服務、賞罰及び身分に関すること 

●退職給与及び職員の共済に関すること 

●職員の福利厚生及び安全衛生管理に関すること 

●職員の公務災害補償に関すること 

縮小・中断業務 

●職員の研修及び教養に関すること 

●特別職報酬等審議会に関すること 

●職員団体に関すること 

    

    

部局名 企画政策部 課名 秘書広報課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●感染防止策の周知及び市民への適正な情報提供に関すること 

・市ホームページで緊急情報を提供。（感染予防対策、発生状況報告及び帰国者・接触者相談センター、帰

国者・接触者外来についての情報提供等） 

●マスコミへの情報提供に関すること 

 ・必要な情報をマスコミ各社に提供する。 

 ・報道機関の協力を得て、イベント等の自粛を呼びかける。 

一般継続業務 

●秘書用務に関すること 

●広報に関すること 

●報道機関との連絡調整に関すること 

●ホームページに関すること 

縮小・中断業務 

●褒章及び表彰に関すること 

●儀式及び交際に関すること 

●市長会に関すること 

●市政懇談会に関すること 

●事務引継ぎに関すること 

●公聴に関すること 

●市勢要覧に関すること 
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部局名 企画政策部 課名 経営企画課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●所管事業の中止・自粛に関すること 

●本部長から所管する事務として命ぜられた事務に関すること 

・本部長の指示により、各課等の所掌事務への動員等に協力する。 

一般継続業務 

               

 

縮小・中断業務 

●総合計画（実施計画）と各事業の調整・統合に関すること 

●総合土地利用及び土地対策に関すること 

●広域行政に関すること 

●自治基本条例に関すること 

●職員提案制度に関すること 

●国際交流に関すること 

●各種統計調査に関すること 

●ふるさと創生に関すること 

●地域再生・特区に関すること 

●行政改革全般に関すること 

●指定管理者制度に関すること 

●ＰＦＩに関すること 

●総合教育会議に関すること 

●平和行政に関すること 

●地方創生に関すること 
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市民協働市民協働市民協働市民協働部部部部    

部局名 市民協働部 課名 市民課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●死亡届受理事務と対策本部との連携に関すること 

 （１）対策本部との連携 

   ・市内において、新型インフルエンザ等を原因とする死亡者があった場合、死亡者受理件数を対策本

部に報告する。 

   ・各支所、出張所での受理件数を取りまとめて、市民課が一括して報告する。 

 （２）市民課と支所、出張所との連携 

   ・各支所、出張所では、前日０時から２４時までの死亡届受理件数を翌日９時までに市民課に報告す

る。 

   ・各支所、出張所は受理件数が無い場合でも、その旨の報告をする。 

 （３）死亡届受理事務 

   ・受理事務が困難な状況にあると判断される場合には、市民課長は受理事務に従事する職員の応援を

対策本部に要請する。 

   ・市民課及び各支所、出張所は、愛西市新型インフルエンザ等対策行動計画に従い受理事務体制を整

える。 

●受理方法に関すること 

   ・受理事務は、他の来客者への感染防止を図るため、一定の距離をおいた場所で受理事務を行うよう

配慮する。 

   ・受理事務に従事する職員は、感染防止のためマスクを着用することに努め、届出者と一定の距離を

保持しながら事務を行う。 

   ・まん延期にあっては、死亡届の受理、埋火葬許可証の交付事務を最優先とする。 

一般継続業務 

●住民票、戸籍等の証明書の交付等窓口での即時発行処理に関すること 

●戸籍受付、証明書の交付に関すること 

●住民基本台帳の異動、住民票等の交付に関すること 

●印鑑登録、証明書の交付に関すること 

●埋火葬許可書に関すること 

●身分証明その他の証明に関すること 

●郵送受付処理に関すること 

●特別永住者証明書に関すること 

縮小・中断業務 

●通知カード・個人番号カードの交付に関すること 

●自動車臨時運行許可に関すること 

●電子証明書の発行に関すること 
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部局名 市民協働部 課名 防災安全課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●新型インフルエンザ等対策本部に関すること 

(1) 発生状況の把握 

・消防署から患者輸送の状況を取りまとめる。 

・本部へ報告する。 

(2) 情報収集、関係各部に指示(関係課、全課) 

・新型インフルエンザ等対策本部会議を通じ、情報収集し各部・各課へ指示する。(庁内 LAN、電話を使

用する。） 

●関係機関との連携・調整に関すること 

一般継続業務 

●災害対策本部設置に関すること 

●防災行政無線、一斉メール等の維持管理に関すること 

●全国瞬時警報システム等国民保護に関すること 

●交通安全指導員による児童生徒指導に関すること 

●駐輪場の維持管理に関すること 

●不審者情報の連絡、警戒業務に関すること 

●既設防犯灯、防犯カメラの維持管理に関すること 

縮小・中断業務 

●総合防災訓練、防災講演会の実施に関すること 

●自主防災組織の育成（訓練・補助金等）に関すること 

●防災ステーションの維持管理に関すること 

●災害用備蓄資機材の整備に関すること 

●交通安全・自主防犯推進団体等（補助金等）に関すること 

●交通安全・安全なまちづくり県民運動に関すること 

●小中学校、老人クラブ等交通安全・防犯教室に関すること 

●安全なまちづくり市民大会の開催に関すること 

●防犯灯の新設、防犯灯電灯料等補助金の交付に関すること 

●不当要求等防止に関すること 
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部局名 市民協働部 課名 環境課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●一般廃棄物の収集･運搬に関すること 

・収集業務の従事者の感染防止を図るため、マスク、ゴーグル及び手袋の着用を徹底する。 

・収集業務の従事者及び運搬車両について業務終了後の消毒実行を徹底する。 

●遺体の安置および火葬、埋葬に関すること 

・火葬場の能力の増強と一時的遺体安置場所を確保する。 

・火葬作業従事者の感染防止対策と防護服などを整備する。 

・パンデミックの発生の備え、火葬場使用燃料、遺体保管用保冷剤、非透過性の納体袋を備蓄する。 

●防疫体制の確認に関すること 

・保健所と連携し、防疫体制の確認をする。 

●関係機関との連携・調整に関すること 

・一般廃棄物が収集不能の場合に備え、収集車両を保有する業者と連携を図る。 

 ・火葬場の稼働時間延長 

・寺院などとの調整 

・遺体安置場所の確保（公共施設など） 

一般継続業務 

●家庭ごみ収集業務に関すること 

●し尿くみとり業務に関すること 

●浄化槽清掃業務に関すること 

●火葬関連業務に関すること 

●清掃及び公害等生活環境に関する苦情処理に関すること 

●犬に関する各種事務処理（登録・死亡）に関すること 

●感染性廃棄物の処理業務に関すること 

●消毒薬・感染防止資材の調達に関すること 

縮小・中断業務 

●不法投棄回収及び散乱ごみ回収に関すること 

●霊園業務に関すること 

●墓地、埋葬等の業務に関すること 

●専用水道、簡易水道等の業務に関すること 
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部局名 市民協働部 課名 市民協働課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●自治会からの各地区の情報を収集すること 

●所管施設への発生周知に関すること 

●所管施設内での感染予防に関すること 

●所管施設の利用制限に関すること 

●所管事業の中止・自粛に関すること 

●地区行事の中止・自粛に関すること 

●本部長から所管する事務として命ぜられた事務に関すること 

 ・本部長の指示により、各課等の所掌事務への動員等に協力する。 

一般継続業務 

●市総代、自治会及び地縁団体に関すること 

●所管施設の利用に関すること 

縮小・中断業務 

●男女共同参画に関すること 

●NPO団体に関すること 

●ふるさと創生に関すること 

●市民参加及び市民協働事業の推進及び啓発に関すること 

●空き家対策の調整に関すること 

●コミュニティに関すること 
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部局名 市民協働部 課名 立田支所 

新型インフルエンザ等対策業務 

●死亡届受理事務に関すること 

・死亡届受理数を市民課へ定時報告する。 

●各地区、自治会などからの情報把握に関すること 

●庁舎の警備に関すること 

一般継続業務 

●市県民税・軽自・固定資産税関係証明書発行業務に関すること 

●口座振替に関すること 

●確定申告・市民税申告業務に関すること 

●現金の出納及び保管に関すること 

●愛知県証紙に関する事務に関すること 

●住民票、戸籍等の証明書の交付等窓口での即時発行処理に関すること 

●戸籍受付、証明書の交付に関すること 

●住民基本台帳の異動、住民票等の交付に関すること 

●印鑑登録、証明書の交付に関すること 

●埋火葬許可書に関すること 

●身分証明その他の証明に関すること 

●国民健康保険の資格、給付に関すること 

●国民年金の資格等に関すること 

●医療機関の資格、給付等に関すること 

●後期高齢者の資格等に関すること 

●福祉の該当者の異動届及び給付申請の受付 

●介護保険の資格、収納、受給者及び給付管理に関すること 

●その他各種申請書の受領に関すること 

●上下水道に関する窓口業務に関すること 

●学校教育に関する窓口業務に関すること 

●防災に関する窓口業務に関すること 

縮小・中断業務 

●通知カード・個人番号カードの交付に関すること 

●電子証明書の発行に関すること 

●交通安全広報に関すること 

●ごみ収集及び届出の受付に関すること 
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部局名 市民協働部 課名 八開支所 

新型インフルエンザ等対策業務 

●死亡届受理事務に関すること 

・死亡届受理数を市民課へ定時報告する。 

●各地区、自治会などからの情報把握に関すること 

●庁舎の警備に関すること 

一般継続業務 

●市県民税・軽自・固定資産税関係証明書発行業務に関すること 

●口座振替に関すること 

●確定申告・市民税申告業務に関すること 

●現金の出納及び保管に関すること 

●愛知県証紙に関する事務に関すること 

●住民票、戸籍等の証明書の交付等窓口での即時発行処理に関すること 

●戸籍受付、証明書の交付に関すること 

●住民基本台帳の異動、住民票等の交付に関すること 

●印鑑登録、証明書の交付に関すること 

●埋火葬許可書に関すること 

●身分証明その他の証明に関すること 

●国民健康保険の資格、給付に関すること 

●国民年金の資格等に関すること 

●医療機関の資格、給付等に関すること 

●後期高齢者の資格等に関すること 

●福祉の該当者の異動届及び給付申請の受付に関すること 

●介護保険の資格、収納、受給者及び給付管理に関すること 

●その他各種申請書の受領に関すること 

●学校教育に関する窓口業務に関すること 

●防災に関する窓口業務に関すること 

縮小・中断業務 

●通知カード・個人番号カードの交付に関すること 

●電子証明書の発行に関すること 

●交通安全広報に関すること 

●ごみ収集及び届出の受付に関すること 
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部局名 市民協働部 課名 佐織支所 

新型インフルエンザ等対策業務 

●死亡届受理事務に関すること 

・死亡届受理数を市民課へ定時報告する。 

●各地区、自治会などからの情報把握に関すること 

●庁舎の警備に関すること     

一般継続業務 

●市県民税・軽自・固定資産税関係証明書発行業務に関すること 

●口座振替に関すること 

●確定申告・市民税申告業務に関すること 

●現金の出納及び保管に関すること 

●愛知県証紙に関する事務に関すること 

●住民票、戸籍等の証明書の交付等窓口での即時発行処理に関すること 

●戸籍受付、証明書の交付に関すること 

●住民基本台帳の異動、住民票等の交付に関すること 

●印鑑登録、証明書の交付に関すること 

●埋火葬許可書に関すること 

●身分証明その他の証明に関すること 

●国民健康保険の資格、給付に関すること 

●国民年金の資格等に関すること 

●医療機関の資格、給付等に関すること 

●後期高齢者の資格等に関すること 

●福祉の該当者の異動届及び給付申請の受付 

●介護保険の資格、収納、受給者及び給付管理に関すること 

●その他各種申請書の受領に関すること 

●上下水道に関する窓口業務に関すること 

●学校教育に関する窓口業務に関すること 

●防災に関する窓口業務に関すること 

縮小・中断業務 

●通知カード・個人番号カードの交付に関すること 

●電子証明書の発行に関すること 

●交通安全広報に関すること 

●ごみ収集及び届出の受付に関すること 
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部局名 市民協働部 課名 出張所 

新型インフルエンザ等対策業務 

●死亡届受理事務に関すること 

 ・死亡届受理数を市民課へ定時報告する。 

●所管する施設の利用制限に関すること 

●所管する施設利用者への発生周知に関すること 

●所管する施設内での感染予防に関すること 

●本部長から所管する事務として命ぜられた事務に関すること 

 ・本部長の指示により、各課等の所掌事務への動員等に協力する。 

一般継続業務 

●市税等の収納に関すること 

●戸籍受付、証明書の交付に関すること 

●住民基本台帳の異動申請受付、住民票等の交付に関すること 

●印鑑登録、証明書の交付に関すること 

●埋火葬許可書に関すること 

●国民健康保険に関すること 

●国民年金に関すること 

●その他の証明及び窓口事務に関すること 

●施設の維持管理業務に関すること 

縮小・中断業務 

●コミュニティ団体の支援に関すること 

●各施設利用に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 37 -

健康健康健康健康福祉部福祉部福祉部福祉部 

部局名 健康福祉部 課名 児童福祉課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●児童館・子育て支援センターの一般利用に関すること 

 ・電話等により職員の状況を確認する。 

・感染拡大防止のため一般利用の自粛を呼びかける貼紙等をする。 

 ・学校等の状況を報告するとともに、必要に応じて一般利用の中止期間を決定する。 

・一般利用の決定をした場合は、本部への報告とともに愛西市ホームページ、貼紙等により利用者への周知

を図る。 

●児童クラブの運営に関すること 

 ・学校の状況を把握し情報を伝達する。 

・職員の配置状況を把握し、必要により児童クラブの利用制限を決定する。 

・利用制限を決定した場合は、本部への報告とともに愛西市ホームページ、貼紙、学校からの連絡等により

利用者への周知を図る。 

●保育園の運営に関すること 

・電話等により職員の状況及び園児の状況を確認する。 

・園児のインフルエンザ等の感染状況を把握し、必要に応じて保健所へ報告する。 

・保護者に感染拡大防止の依頼及び状況により臨時休園措置がある旨の情報等を提供する。 

・インフルエンザの発生状況や職員体制により適切な保育基準が欠けるような状況になった場合は、臨時休

園を決定する。 

・臨時休園を決定した場合は、本部への報告とともに愛西市ホームページ、貼紙、電話連絡等により利用者

への周知を図る。 

●情報収集等 

 ・学校の状況を確認し、保育園、児童館、子育て支援センター等へ情報提供をする。 

 ・必要に応じ子ども会の活動中止等の要請をする。 

一般継続業務 

●児童館・子育て支援センターの管理に関すること 

●児童福祉に関すること 

●児童公園に関すること（遊具の不具合等、緊急に対応するもの） 

●保育園の管理に関すること 

●母子・父子福祉に関すること 

縮小・中断業務 

●児童クラブの実施に関すること 

●児童館・子育て支援センターの利用に関すること 

●子ども会の組織運営に関すること 

●保育の実施に関すること 
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部局名 健康福祉部 課名 高齢福祉課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●介護施設等に関すること 

(1）介護施設等の状況確認 

・県と連携し患者の発生状況や感染防止策等について情報収集する。 

・県内で患者が発生した場合には、県から休所するよう要請がなされることから、各施設等においては、

要請があった場合速やかに対応できるよう連絡をする。 

●介護サービスの継続提供に関すること 

・介護施設等入所サービス利用者には継続してサービスを提供する。 

・介護事業者の事業維持が困難となった場合でも、要介護者が引き続きサービスを受けられるよう、事

業継続が可能な他の介護事業者によるサービス提供等を他市町村等に協力要請する。 

●在宅要援護高齢者（要介護認定者・独居老人・高齢者世帯等）の状況把握と指導に関すること 

   ・民生児童委員、地域包括支援センター職員、指定居宅介護支援事業者職員等から電話等により在宅要

援護高齢者等の情報を収集するとともに、必要に応じて職員、地域包括支援センター職員等が電話、

訪問等により安否確認及び状況確認を行う。 

   ・相談機関へ情報提供を行う。 

・高齢者在宅福祉サービスについては、事業者と連携を図りながら対処する。 

●発生状況の把握と報告に関すること 

・在宅要援護高齢者や介護施設等の従事者・利用者のインフルエンザ等発生状況について、本部へ報告

する。 

●関係機関への情報提供及び連携・調整に関すること 

・愛知県、介護サービス提供事業者等との連携を密にし、要介護者等の支援を行う。 

・愛西市ホームページ、ファックスによりインフルエンザ等の関係情報について介護保険事業者に情報

提供を行う。 

一般継続業務 

●介護保険に関すること 

●老人福祉に関すること 

●老人ホームに関すること 

●民生委員・児童委員に関する 

縮小・中断業務 

●老人福祉センターに関すること 

●老人クラブに関すること 

●老人憩の家に関すること 
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部局名 健康福祉部 課名 
高齢福祉課 

（地域包括支援センター） 

新型インフルエンザ等対策業務 

●在宅要援護高齢者の状況把握と指導に関すること 

・指定居宅介護支援事業所等から電話等により在宅要援護高齢者の情報を収集するとともに、必要に応じ

職員が電話、訪問等により安否確認及び状況確認を行う。 

・高齢者在宅福祉サービスについては、事業者と連携を図りながら対処する。 

●介護サービスの継続提供に関すること 

・介護事業者の事業維持が困難になって、要介護認定者がサービスを受けられなくなった場合、指定居宅

介護支援事業者に事業継続が可能な他の介護事業者の情報提供を行い、サービスの調整を行う。 

●発生状況の把握と報告に関すること 

・在宅要援護高齢者のインフルエンザ等発生状況について、本部へ報告する。 

● 関係機関への情報提供及び連絡・調整に関すること 

・介護サービス関係機関、介護予防事業委託事業所との連携を密にし、要介護認定者等の支援を行う。 

一般継続業務 

●介護予防ケアマネジメント業務に関すること 

●総合相談支援業務に関すること 

●権利擁護業務に関すること 

●包括的・継続的ケアマネジメント支援業務に関すること 

●認知症高齢者見守り事業(徘徊探知機貸し出し) に関すること 

縮小・中断業務 

●介護予防事業に関すること 

●家族介護支援事業に関すること 

●認知症高齢者見守り事業(認知症講演会) に関すること 

●成年後見制度利用支援事業に関すること 

●傾聴ボランティアに関すること 
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部局名 健康福祉部 課名 社会福祉課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●社会福祉施設等（他課（機関）で所管する施設を除く）の利用に関すること 

(1) 社会福祉施設等（他課（機関）で所管する施設を除く）の状況確認 

・電話等により従事者・利用者の状況について確認する。 

・法人運営の施設については、県に状況報告を行い、閉鎖等の判断を仰ぐ。 

●福祉サービスの継続提供に関すること 

(1) 障害者施設の入所サービス利用者 

・継続してサービスを提供する。 

(2) 障害者施設の通所サービス利用者の情報収集を行う 

●在宅要支援援護者（障害者・生活保護被保護世帯等）の情報収集に関すること 

●発生状況の把握と報告に関すること 

・在宅要支援援護者や社会福祉施設（他課（機関）で所管する施設を除く）の従事者・利用者のインフ

ルエンザ発生状況について、本部へ報告する。 

一般継続業務 

●災害援助に関すること 

●生活福祉資金に関すること 

●旧軍人及びその遺族等の援護に関すること 

●戦傷病者、戦没者等の援護に関すること 

●日本赤十字社に関すること 

●人権擁護委員及び保護司に関すること 

●身体障害者に関すること 

●知的障害者に関すること 

●精神障害者に関すること 

●障害者就労支援施設に関すること 

●生活保護に関すること 

●行旅病人及び行旅死亡人に関すること 

縮小・中断業務 

●社会福祉事業団体に関すること 
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部局名 健康福祉部 課名 健康推進課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●新型インフルエンザ等対策本部会議の開催に関すること 

●保健所との連絡に関すること 

●医師会等関係機関との連絡に関すること 

●感染防止対策に関すること 

・感染者対策について関係部署との連絡調整に関すること 

●新型インフルエンザ等に関する情報の収集及び提供に関すること 

 ・市民に対する新型インフルエンザ等に関する知識の普及・啓発に関すること 

●相談窓口の設置・支援に関すること 

●新型インフルエンザ等の予防・まん延防止に関すること 

●市職員への特定接種に関すること 

●住民接種に関すること 

一般継続業務 

●健康相談に関すること（電話相談のみ） 

●感染症予防及び防疫に関すること 

●母子健康手帳窓口随時交付に関すること 

●医療機関・保健施設等の連絡調整に関すること 

●施設の運営管理に関すること 

縮小・中断業務 

●妊産婦及び乳幼児の保健指導に関すること 

●成人保健事業の保健指導に関すること 

●乳幼児健康診査に関すること 

●集団及び個別実施の予防接種事業に関すること 

●成人各種健康診査、がん検診、歯科健康診査事業に関すること 

●献血事業に関すること 
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部局名 健康福祉部 課名 保険年金課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●部長から所管する事務として命ぜられた事務に関すること 

・本部長の指示により、各課等の所掌事務への動員等に協力する。 

一般継続業務 

●資格取得・喪失の業務に関すること 

●賦課徴収に関する期日が定められている業務に関すること 

●給付についての業務に関すること 

縮小・中断業務 

●国民健康保険運営協議会に関する業務に関すること 

●賦課徴収に関する期日が定められていない業務に関すること 

●保健活動についての業務に関すること 

●国民年金についての業務に関すること 

 

診療所診療所診療所診療所    

部局名 八開診療所 課名  

新型インフルエンザ等対策業務 

●「新型インフルエンザ等発生時の診療継続計画」に基づき診療を継続する。 

(1) 基本方針（未発生期からの対応）  

・新型インフルエンザ等発生時の診療継続方針に基づいて実施する。  

・新型インフルエンザ等対策に関する院内対策会議の設置をする。  

・必須医薬品、感染対策用品等の管理を実施する。  

・感染対策を実施する。  

(2) 海外発生期および地域発生早期の対応  

・診療体制の検討を行う。  

・新型インフルエンザ等が疑われる患者への対応を行う。（外来等での対応、通院患者）  

(3) 地域感染期の対応  

・新型インフルエンザ等患者への対応を行う。  

・定期通院患者への医療提供を確保する。  

・職員への対応を実施する。 

一般継続業務 

●診療に関すること 

縮小・中断業務 

●各種健康診断・がん検診・予防接種事業に関すること 
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産業建設産業建設産業建設産業建設部部部部 

部局名 産業建設部 課名 産業振興課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●商工会等へ、発生時の保有商品の売り惜しみ及び価格高騰抑制の協力要請に関すること 

●関係機関との連携・調整に関すること 

・本部長から所管する事務として命ぜられた事務に関すること 

・本部長の指示により、各課等の所掌事務への動員等に協力する。 

・県からの要請により、立地企業、製造業者、関連企業等へ情報提供及び操業の自粛を要請する。 

・産直等、不特定多数が利用する施設に対して営業の休止を要請する。 

●農林業関係団体への情報提供に関すること 

一般継続業務 

●農業委員会の事務に関すること 

●農業振興の事務に関すること 

●農政の事務に関すること 

●園芸農産の事務に関すること 

●商工の事務に関すること 

●労働の事務に関すること 

●統計事務（農林業センサス関係）に関すること 

縮小・中断業務 

●園芸農産（防除）事務に関すること 

●道の駅の事務に関すること 

●改善センター・管理センターの事務に関すること 

●農業者団体の事務に関すること 

●林業の事務に関すること 

●水産業の事務に関すること 

●観光の事務に関すること 
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部局名 産業建設部 課名 土木課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●部長から所管する事務として命ぜられた事務に関すること 

・本部長の指示により、各課等の所掌事務への動員等に協力する。 

一般継続業務 

●災害復旧に関すること 

●土木事業に関すること 

●河川、橋梁、水路及び堤防に関すること 

●農業土木事業に関すること 

●交通安全施設に関すること 

●道路、水路占用に関すること 

●公共用物の管理に関すること 

●鉄道及び軌道に関すること 

縮小・中断業務 

●路線の認定、変更及び廃止に関すること 

●道路台帳の整備に関すること 

●道路用地取得に関すること 

●土地改良区の指導・連絡に関すること 

 

部局名 産業建設部 課名 都市計画課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●部長から所管する事務として命ぜられた事務に関すること 

・本部長の指示により、各課等の所掌事務への動員等に協力する。 

一般継続業務 

●建築規制の事務に関すること 

●建築相談・指導の事務に関すること 

●建築に伴う開発行為の事務に関すること 

●都市計画の事務に関すること 

縮小・中断業務 

●土地利用の事務に関すること 

●屋外広告物の事務に関すること 

●地籍調査事業の事務に関すること 

●都市計画審議会に関する事務の事務に関すること 

●都市公園及び農村公園の事務に関すること 

●市有建物の建築、営繕及び耐震工事の設計及び監理に関すること 
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部局名 産業建設部 課名 企業誘致課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●部長から所管する事務として命ぜられた事務に関すること 

・本部長の指示により、各課等の所掌事務への動員等に協力する。 

一般継続業務 

●企業誘致に関すること 

●企業の立地環境等に係る調査、企画及び指導に関すること 

●産業基盤整備に関すること 

縮小・中断業務 
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上下水道部上下水道部上下水道部上下水道部 

部局名 上下水道部 課名 上水道課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●水道水の供給確保に関すること 

・点検業務は通常行っている巡回点検記録簿により行う。 

・残留塩素濃度は末端で 0.1mg/L以上を維持する。 

●水道施設の機能維持・確保に関すること 

一般継続業務 

●安全な水道水の安定供給業務に関すること 

●管破損及び漏水箇所の緊急修繕に関すること 

●水道施設の運転監視に関すること 

●水道施設の設備の点検及び修繕に関すること 

●施工中の工事関連業務に関すること 

●水質等苦情対応業務に関すること 

●他工事の立会業務に関すること 

●窓口業務（料金、その他苦情）に関すること 

縮小・中断業務 

●現在施工中の工事現場の監督業務に関すること 

●工事設計等に係る業務全般に関すること 

●埋設管の立会業務に関すること 

●各事業に関係する会議の開催に関すること 

●各事業に関係する職員の研修に関すること 

●訪問を必要とする滞納整理に関すること 
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部局名 上下水道部 課名 下水道課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●処理場を管理している県や委託している業者に稼働状況を確認する。 

・稼働状況に不足が生じた場合は職員が対応するなど、継続した維持管理体制を確保する。 

一般継続業務 

●加入申請（中途加入）に関すること 

●窓口・電話対応業務に関すること 

●宅内排水設備工事受付に関すること 

●宅内排水設備完了検査に関すること 

●新型インフルエンザについて県への報告に関すること 

●現場立会（加入申請に伴う工事）に関すること 

●緊急修繕（事務・現場対応）に関すること 

●処理場内の電気メーター取替立会に関すること 

●農業集落排水の緊急警報出動に関すること 

●処理場からの汚泥運搬業務に関すること 

●処理場からの廃液収集運搬業務に関すること 

●施設維持管理契約に関すること 

●公共下水道使用料（賦課・徴収・納付書発行・収納管理・滞納整理）に関すること 

●公共下水道使用料徴収事務手数料の支払いに関すること 

●日光川下流流域維持管理負担金の算定の基礎となる流量の報告・負担金の支払いに関すること 

●受益者負担金等決定通知書等送付準備（口座入力・受益者変更）に関すること 

●受益者負担金等納付書（再発行・徴収・収納管理）に関すること 

●ホームページの更新（新型インフルエンザ対策）に関すること 

●受益者負担金等（賦課徴収・収納管理・滞納整理（督促状・催告書・分納者の徴収管理）に関すること 

●公告（受益者負担金等・受益地・除外・減免・区域外流入）に関すること 

●供用開始地区使用協議（現地調査・賦課地決定・図面作成）に関すること 

●排水設備接続促進（広報掲載・回覧文書配布）に関すること 

●受益者負担金等申告書等送付（受益者確定・受益地の追跡調査）に関すること 

●下水道システム委託業務（システム管理・リース契約）に関すること 

●受益者負担金等受益地システム入力（受益地・調定、区域外ほか除外、減免、猶予、上限の入力）に関す

ること 

●銀行口座振替（手数料・口座振替・出票・FD作成）に関すること 

●受益者負担金等調定計上（年度末・滞納繰越分・納付書発送後の新年度調定）に関すること 

●延滞金システム構築事務に関すること 

●受益者負担金等調定調べ（監査報告・決算資料）に関すること 

●農業集落排水施設等使用料等業務（賦課・徴収・納付書発行・収納・滞納整理）に関すること 

●起債（借入・償還）に関すること 

●決算統計に関すること 

●消費税申告に関すること 

●コミプラに関すること 

●基金に関すること 

●予算・決算に関すること 

●下水道管路が原因となる道路陥没に関すること 

●排水に関する問い合わせに関すること 

●埋設物確認に関すること 
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●災害状況等の報告に関すること 

●下水道課所管事業の整備に関する交付金、補助金交付申請に関すること 

縮小・中断業務 

●機能強化工事に関すること 

●修繕工事（処理場等）に関すること 

●浄化槽法定検査に関すること 

●県からの調査回答業務に関すること 

●研修、会議（出張）に関すること 

●文化祭における下水道啓発活動に関すること 

●工事・工事工程会議に関すること 

●住民説明会（事業・工事・受益者負担金等）に関すること 

●訪問を要する滞納整理に関すること 

●農業集落排水の公共汚水マス利用廃止に関すること 

●他事業との調整事務に関すること 

●下水道ＢＣＰの訓練・維持改善に関すること 

●県との調整（新型インフルエンザ対策以外）に関すること 

●下水道事業計画変更に関すること 

●下水道事業全体計画見直しに関すること 

●都市計画法事業認可に関すること 

●都市計画決定に関すること 

●汚水適正処理構想見直しに関すること 

●重点アクションプラン見直しに関すること 

●雨水事業計画に関すること 

●流総計画に関すること 

●流域下水道事業計画に関すること 

●経営比較分析に関すること 

●経営戦略策定に関すること 

●流域下水道や県への災害対策に関すること 

●地方公営企業法適用に関すること 

●法適用に伴うタスクチーム運営に関すること 

●公共下水道事業管路施設工事に関すること 

●工事に伴う道路占用に関すること 

●工事に伴う接続点調書に関すること 

●工事に伴う農地一時転用に関すること 

●工事に伴う道路使用に関すること 

●工事による通行止めに伴う各種連絡に関すること 

●事業損失防止事前調査業務に関すること 

●事業損失防止事後調査業務に関すること 

●事業損失防止算定及び補償説明業務に関すること 

●下水道台帳作成に伴う施設調査業務に関すること 

●下水道台帳更新に関すること 

●指定工事店及び責任技術者に関すること 

●酸素濃度計、硫化水素計の保守点検に関すること 

●オートレベルの保守点検に関すること 

●水素イオン濃度計の保守点検に関すること 

●流域下水道建設負担金に関すること 
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●推進協議会作業部会に関すること 

●開削及び小口径推進専門部会に関すること 

●下水道事業の広報に関すること 

●ホームページの更新（新型インフルエンザ対策以外）に関すること 

●下水道フェアに関すること 

●公共桝新規設置に関すること 

●承認工事に関すること 

●下水道施設占用に関すること 

●下水道施設境界立会に関すること 

●下水道施設危険個所点検に関すること 

●計画策定に伴う愛西市域浄化槽や汲取り家屋の把握に関すること 

●私道布設のための申請受付許可に関すること 

●他市町との調整に関すること 

●合併処理浄化槽等設置整備事業補助金に関すること 

●訪問を必要とする滞納整理に関すること 
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教育部教育部教育部教育部    

部局名 教育部 課名 学校教育課 

新型インフルエンザ等対策業務 

●対策本部との連携、連絡・調整に関すること 

●小中学校への発生周知に関すること 

●小中学校の行事等の対応について指示及び指導に関すること 

●児童生徒、教職員の罹患者の把握に関すること 

・各学校は毎日、電話連絡網で児童生徒、教職員の状況確認しファックスか電話または庁内ＬＡＮで学校

教育課へ報告すること 

・本部へ報告する。 

●感染の疑われる児童生徒の受診指導に関すること 

●感染拡大時の学校の全部又は一部の臨時休業に関すること 

●臨時休業中の教育供給体制に関すること 

一般継続業務 

●教育委員会に関すること 

●学校施設の建築、営繕等に関すること 

●学校施設・学校教育の補助事務に関すること 

●私立学校に関すること 

●学校の管理運営に関すること 

●生徒及び児童の就学並びに入学・転学に関すること 

●就学援助等の事務に関すること 

●学校安全に関すること 

●学校給食に関すること 

縮小・中断業務 

●学校施設、設備及び備品の整備に関すること 

●教育に係る表彰に関すること 

●教育職員の研修に関すること 

●学校の組織編成に関すること 

●教育課程その他教育計画に関すること 

●通学区域及び通学路の設定又は変更に関すること 

●学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること 

●就学支援委員会の会議及び委員に関すること 

●一般的な会議の開催に関すること 

●会計検査に関すること 

●職員の研修に関すること 

●各種要望に関すること 

●学校教育に係る各種調査、統計に関すること 
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部局名 教育部 課名 
生涯学習課        

(文化会館・公民館を含む) 

新型インフルエンザ等対策業務 

●所管施設への発生周知に関すること 

●所管の施設内での感染予防に関すること 

●所管施設の利用制限に関すること 

●所管事業の中止・自粛に関すること 

一般継続業務 

●施設の維持管理業務に関すること 

縮小・中断業務 

●各種教室及び講座等に関すること 

●各施設利用に関すること 

●窓口業務に関すること 

 

部局名 教育部 課名 
中央図書館       

(佐織図書館･立田図書館を含む) 

新型インフルエンザ等対策業務 

●所管施設への発生周知に関すること 

●所管の施設内での感染予防に関すること 

●感染拡大時の図書館の臨時休館に関すること 

一般継続業務 

●返却ＢＯＸ整理業務に関すること 

●施設維持管理業務に関すること 

縮小・中断業務 

●図書館開館業務に関すること 

●インターネット予約業務に関すること 

●相互貸借業務に関すること 

 

部局名 教育部 課名 
スポーツ課        

(体育施設を含む) 

新型インフルエンザ等対策業務 

●所管施設への発生周知に関すること 

●所管の施設内での感染予防に関すること 

●所管施設の利用制限に関すること 

●所管事業の中止・自粛に関すること委員の罹患状況の把握に関すること 

一般継続業務 

●施設の維持管理業務に関すること 

縮小・中断業務 

●各種教室および大会に関すること 

●各施設利用に関すること 

●窓口業務に関すること 
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議会事務局議会事務局議会事務局議会事務局    

部局名 議会事務局 課名  

新型インフルエンザ等対策業務 

●部長から所管する事務として命ぜられた事務に関すること 

・本部長の指示により、各課等の所掌事務への動員等に協力する。 

・市議会議員の罹患状況の把握に関すること 

・新型インフルエンザ等情報の市議会議員への提供 

一般継続業務 

●本会議に関すること 

●委員会に関すること 

●請願・陳情に関すること 

縮小・中断業務 

●会議録その他会議の記録の調整に関すること 

    

監査委員事務局監査委員事務局監査委員事務局監査委員事務局    

部局名 監査委員事務局 課名  

新型インフルエンザ等対策業務 

●部長から所管する事務として命ぜられた事務に関すること 

・本部長の指示により、各課等の所掌事務への動員等に協力する。 

一般継続業務 

●住民監査請求に関すること 

●公平委員会事務として、「市職員の勤務条件についての措置要求に関すること」及び「市職員に対する不

利益処分の不服申立てに関すること」 

縮小・中断業務 

●定期監査の実施に関すること 

 

会計室会計室会計室会計室    

部局名 会計室 課名  

新型インフルエンザ等対策業務 

●部長から所管する事務として命ぜられた事務に関すること 

・本部長の指示により、各課等の所掌事務への動員等に協力する。 

一般継続業務 

●現金の出納及び保管に関すること 

●支出事務に関すること 

●指定金融機関についての事務に関すること 

●資金前渡・概算払・前金払に関すること 

●収入に関すること 

●愛知県証紙に関すること 

●ゆうちょ銀行窓口払込分税金等の確認に関すること 

縮小・中断業務 

●指定金融機関等の金融機関検査業務に関すること 
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消防本部消防本部消防本部消防本部    

 

部局名 消防本部 課名  

新型インフルエンザ等対策業務 

●重症患者の搬送と感染防止対策に関すること 
・新型インフルエンザ等の感染情報により、発熱症状患者は感染症指定医療機関等へ搬送する。 

(1)救急体制 
 ・保有する救急車は、使用後の消毒及び使用資器材の滅菌処理の徹底を図り、感染防止対策に努める。 
 ・出動救急隊員及び消防隊員は、感染に関する情報を基に感染防止対策（感染防止衣・ゴーグル・Ｎ

９５マスク・グローブの着用）を徹底する。 
 ・新型インフルエンザ等疑いの患者を搬送した救急隊は、他の職員と接触を避けるため疑似症患者の

判断がされるまで研修センターで待機する。 
 ・救急隊員等に不足を生じた場合は、非番招集等により人員を確保する。 
(2)消防署車両の活用 

・初期封じこめ目的の情報収集及び広報活動を行う。 
●所管する施設の利用に関すること 

・消防庁舎は患者の収容施設としての機能は備えていないが、来庁した市民に対して感染症予防対策、帰
国者・接触者相談センター、帰国者・接触者外来等の情報提供を行う。 

●発生状況の把握と報告に関すること 
･インフルエンザ発生をマスコミ報道等により確認した場合、救急業務における疑似感染情報の管理に努

め、安全対策課及び保健所並びに医療機関と患者情報共有化のため連絡を密にする。 

一般継続業務 

消防総務課 
●予算経理及び財産の管理に関すること 
●職員の福利厚生に関すること 
●消防関係文書の収受、発送及び管理に関すること 
●公印の管理に関すること 
●消防団の統制及び運営に関すること 
予防課 
●建築確認･許可の同意及び設備の設置指導に関すること 
●危険物の規制及び指導に関すること 
●法令違反処理に関すること 
●防火管理に関すること 
●火災調査に関すること 
警備課 
●警防及び救助業務に関すること 
●火災及び救助並びに救急の記録に関すること 
●災害の予防、警戒及び防御に関すること 
●救急業務に関すること 
●受付通信業務に関すること 
消防課 
●救急業務の企画及び救急隊員の運用基準に関すること 
●消防水利に関すること 

縮小・中断業務 

消防総務課 
●消防関係例規に関すること 
●消防施設設備整備、管理及び営繕に関すること 
●消防団施設設備整備、管理及び営繕に関すること 
予防課 
●火災予防対策の企画に関すること 
●防火危険物安全協会団体に関すること 
●火災予防査察に関すること 
警備課 
●警防対策及び警防計画に関すること 
●消防水利の調査に関すること 
●住宅防火の安全指導に関すること 
●消防団の訓練指導に関すること 
●各種消防訓練指導に関すること 
●救急講習に関すること 
●警防技術の訓練指導及び警防計画に関すること 
消防課 
●火災統計に関すること 
●救急訓練及び救急技術の指導に関すること 
●救急統計に関すること 
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